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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社の売上計上について、平成15年３月期から平成18年３月期において、本来の売上計上期より前に売上計上する不適切な会計

処理が行われていたことが判明したため、当該不適切な処理内容について厳正な調査を行い、中間連結財務諸表等及び中間財務諸

表等の記載内容について見直しを行いました。 

 その結果、当第55期中間連結会計期間の中間連結損益計算書においては、売上高が88百万円増加し、売上原価が74百万円増加

し、売上総利益が14百万円増加し、営業損失、経常損失、税金等調整前中間純損失、中間純損失がそれぞれ14百万円減少しまし

た。また、中間連結貸借対照表に与える主な影響については、流動資産が20百万円減少し、資本合計が20百万円減少しました。 

 また、個別業績では、中間損益計算書においては、売上高が88百万円増加し、売上原価が74百万円増加し、売上総利益が14百万

円増加し、営業損失、経常損失、税引前中間純損失、中間純損失がそれぞれ14百万円減少しました。また、中間貸借対照表に与え

る主な影響については、流動資産が20百万円減少し、資本合計が19百万円減少しました。 

 これらを訂正するため、証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1）連結経営指標等 

(2）提出会社の経営指標等 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1）業績 

(2）キャッシュ・フロー 

２ 生産、受注及び販売の状況 

(1）受注状況 

(2）売上実績 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

(1）中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

② 中間連結損益計算書 

③ 中間連結剰余金計算書 

④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

注記事項 

（セグメント情報） 

（１株当たり情報） 

２ 中間財務諸表等 

(1）中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

② 中間損益計算書 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は   を付して表示しております。 

  

  



第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

  （訂正前） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第53期中及び第53期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

３．第54期中及び第54期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、１株当たり中間(当期)純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第55期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株予約権付社債を発行しておりましたが、１株当

たり中間純損失が計上されているため記載しておりません。 

  

 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 47,239 44,932 40,275 96,832 87,556 

経常損益（百万円） 6 82 △1,225 52 △850 

中間（当期）純損益（百万円） 152 △109 △26,656 830 △1,858 

純資産額（百万円） 31,028 31,466 4,650 31,841 29,259 

総資産額（百万円） 118,565 108,373 73,953 112,295 100,010 

１株当たり純資産額（円） 382.31 387.79 46.04 392.19 360.59 

１株当たり中間（当期）純損益金額
（円） 

1.88 △1.36 △316.77 10.06 △23.01 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 26.2 29.0 6.3 28.4 29.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△1,427 △2,069 △1,874 5,681 △2,819 

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

2,863 2,129 △429 2,381 7,171 

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△3,605 △4,495 1,534 △10,274 △7,845 

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

11,492 6,779 6,948 11,215 7,717 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（人） 

1,878 
(262) 

1,762 
(268) 

1,620 
(227) 

1,773 
(261) 

1,722 
(261) 



  （訂正後） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第53期中及び第53期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

３．第54期中及び第54期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、１株当たり中間(当期)純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第55期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株予約権付社債を発行しておりましたが、１株当

たり中間純損失が計上されているため記載しておりません。 

  

 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 47,125 44,813 40,364 96,829 87,454 

経常損益（百万円） △20 54 △1,210 48 △864 

中間（当期）純損益（百万円） 125 △137 △26,641 826 △1,872 

純資産額（百万円） 30,984 31,417 4,630 31,821 29,225 

総資産額（百万円） 118,548 108,341 73,933 112,285 100,030 

１株当たり純資産額（円） 381.78 387.19 45.84 391.93 360.17 

１株当たり中間（当期）純損益金額
（円） 

1.55 △1.70 △316.60 10.01 △23.18 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 26.1 29.0 6.3 28.3 29.2 

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△1,427 △2,069 △1,874 5,681 △2,819 

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

2,863 2,129 △429 2,381 7,171 

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△3,605 △4,495 1,534 △10,274 △7,845 

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

11,492 6,779 6,948 11,215 7,717 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（人） 

1,878 
(262) 

1,762 
(268) 

1,620 
(227) 

1,773 
(261) 

1,722 
(261) 



(2）提出会社の経営指標等 

  （訂正前） 

 （注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

  （訂正後） 

 （注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 40,692 37,257 33,391 80,757 72,711 

経常損益（百万円） 105 4 △1,216 △236 △566 

中間（当期）純損益（百万円） 628 △233 △26,029 1,300 △1,975 

資本金（百万円） 29,917 29,917 31,171 29,917 29,917 

発行済株式総数（株） 81,210,726 81,210,726 101,115,184 81,210,726 81,210,726 

純資産額（百万円） 31,859 32,247 6,074 32,733 30,048 

総資産額（百万円） 100,065 89,970 57,284 93,606 82,802 

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

－ － － 2.50 － 

自己資本比率（％） 31.8 35.8 10.6 35.0 36.3 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（人） 

1,299 
(99) 

1,255 
(108) 

1,130 
(80) 

1,255 
(103) 

1,221 
(109) 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 40,578 37,139 33,480 80,754 72,609 

経常損益（百万円） 78 △24 △1,202 △239 △581 

中間（当期）純損益（百万円） 601 △261 △26,014 1,296 △1,990 

資本金（百万円） 29,917 29,917 31,171 29,917 29,917 

発行済株式総数（株） 81,210,726 81,210,726 101,115,184 81,210,726 81,210,726 

純資産額（百万円） 31,815 32,200 6,054 32,713 30,014 

総資産額（百万円） 100,048 89,939 57,263 93,598 82,823 

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

－ － － 2.50 － 

自己資本比率（％） 31.8 35.8 10.6 35.0 36.2 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（人） 

1,299 
(99) 

1,255 
(108) 

1,130 
(80) 

1,255 
(103) 

1,221 
(109) 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  （訂正前） 

 当中間連結会計期間は、原油高騰の影響はあるものの、雇用情勢の改善、勤労者所得の緩やかな回復など、景気は踊り場脱

却に向け、明るい兆しが見受けられるようになりました。 

 住宅市場におきましては、一次取得者層を中心とした分譲や貸家については比較的堅調に推移したものの、持家については

中高年の建替層を中心とした二次取得者の需要に大きな改善が見られず、低調に推移しました。 

 このような厳しい環境の下、これまでの経営構造改革の取組状況を見直し、再度抜本的な構造改革を図るべく、本年５月

「新中期計画-INNOVATION 55-」を策定・公表いたしました。縮小均衡経営から積極経営へと方針を転換し、外部コンサルタン

トによる経営指導を取り入れ、営業面強化のため、知名度アップ対策としてＴＶＣＭの復活、展示場への投資、営業人員の強

化に取組みました。また資本政策の一環として、6月に「第１回無担保転換社債型新株予約権付社債」の発行により、25億円を

調達するとともに、7月には適正規模のもとで安定的な収益を見込める事業構造・経営体制の確立に向け、主に間接部門のスリ

ム化を図るべく「ニューキャリア特別プラン」制度を設け、早期退職者の募集を実施いたしました。 

 また、本年度から適用される減損会計を財務体質改善の最終段階ととらえ、撤退方針を決めているノンコア事業資産の算定

基準を使用価値から売却価値に変更して処理することとし、連結で約235億円の減損処理を実施しました。 

 このような状況の中、当中間連結会計期間の売上高は、410億円を計画し、達成に向け努力いたしましたが、402億7千5百万

円（前年同期比10.4％減）となりました。損益面におきましては、営業損失は4億8千7百万円（前年同期は6億9千4百万円の利

益）、経常損失は12億2千5百万円（前年同期は8千2百万円の利益）、中間純損失は減損処理を行ったため、266億5千6百万円

（前期は1億9百万円の損失）となりました。 

  

 セグメント情報に基づいた、各事業別の営業の状況は以下のとおりであります。 

  

住宅事業 

 当社のコア事業である住宅事業部門の売上高は、連結売上高の92.0％を占めております。売上高は370億5千9百万円（前年

同期比11.2％減）となり、営業費用の削減に努めましたが、営業利益は5千9百万円（前年同期比95.6％減）となりました。 

  

リゾート事業 

 昨年12月に宜野座カントリークラブが営業を開始したことにより、売上高は11億6千6百万円（前年同期比20.6％増）とな

り、引続き経費節減と効率化に努め、また、大幅な減損処理を行った結果、営業利益は1億4千5百万円（前年同期は1億3千9

百万円の損失）と大幅に改善いたしました。 

  

不動産賃貸事業 

 賃貸物件の売却及び賃貸家賃の低下による収入減を主因に、売上高は8億7百万円（前年同期比8.0％減）となりましたが、

減損処理にともなう減価償却負担減により、営業利益は3億7千6百万円（前年同期比5.7％増）となりました。 

  

その他の事業 

 住宅需要の低迷により住宅のつなぎ融資事業及びリース事業は低調に推移しました。この結果、売上高は12億4千1百万円

（前年同期比8.0％減）となり、営業利益は6千4百万円（前年同期比45.8％減）となりました。 

  

 



  （訂正後） 

 当中間連結会計期間は、原油高騰の影響はあるものの、雇用情勢の改善、勤労者所得の緩やかな回復など、景気は踊り場脱

却に向け、明るい兆しが見受けられるようになりました。 

 住宅市場におきましては、一次取得者層を中心とした分譲や貸家については比較的堅調に推移したものの、持家については

中高年の建替層を中心とした二次取得者の需要に大きな改善が見られず、低調に推移しました。 

 このような厳しい環境の下、これまでの経営構造改革の取組状況を見直し、再度抜本的な構造改革を図るべく、本年５月

「新中期計画-INNOVATION 55-」を策定・公表いたしました。縮小均衡経営から積極経営へと方針を転換し、外部コンサルタン

トによる経営指導を取り入れ、営業面強化のため、知名度アップ対策としてＴＶＣＭの復活、展示場への投資、営業人員の強

化に取組みました。また資本政策の一環として、6月に「第１回無担保転換社債型新株予約権付社債」の発行により、25億円を

調達するとともに、7月には適正規模のもとで安定的な収益を見込める事業構造・経営体制の確立に向け、主に間接部門のスリ

ム化を図るべく「ニューキャリア特別プラン」制度を設け、早期退職者の募集を実施いたしました。 

 また、本年度から適用される減損会計を財務体質改善の最終段階ととらえ、撤退方針を決めているノンコア事業資産の算定

基準を使用価値から売却価値に変更して処理することとし、連結で約235億円の減損処理を実施しました。 

 このような状況の中、当中間連結会計期間の売上高は、410億円を計画し、達成に向け努力いたしましたが、403億6千4百万

円（前年同期比9.9％減）となりました。損益面におきましては、営業損失は4億7千3百万円（前年同期は6億6千6百万円の利

益）、経常損失は12億1千万円（前年同期は5千4百万円の利益）、中間純損失は減損処理を行ったため、266億4千1百万円（前

期は1億3千7百万円の損失）となりました。 

  

 セグメント情報に基づいた、各事業別の営業の状況は以下のとおりであります。 

  

住宅事業 

 当社のコア事業である住宅事業部門の売上高は、連結売上高の92.0％を占めております。売上高は371億4千8百万円（前年

同期比10.7％減）となり、営業費用の削減に努めましたが、営業利益は7千4百万円（前年同期比94.4％減）となりました。 

  

リゾート事業 

 昨年12月に宜野座カントリークラブが営業を開始したことにより、売上高は11億6千6百万円（前年同期比20.6％増）とな

り、引続き経費節減と効率化に努め、また、大幅な減損処理を行った結果、営業利益は1億4千5百万円（前年同期は1億3千9

百万円の損失）と大幅に改善いたしました。 

  

不動産賃貸事業 

 賃貸物件の売却及び賃貸家賃の低下による収入減を主因に、売上高は8億7百万円（前年同期比8.0％減）となりましたが、

減損処理にともなう減価償却負担減により、営業利益は3億7千6百万円（前年同期比5.7％増）となりました。 

  

その他の事業 

 住宅需要の低迷により住宅のつなぎ融資事業及びリース事業は低調に推移しました。この結果、売上高は12億4千1百万円

（前年同期比8.0％減）となり、営業利益は6千4百万円（前年同期比45.8％減）となりました。 

  

 



(2）キャッシュ・フロー 

  （訂正前） 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、新株予約権付社債発行による収入が24億7千9百万円あっ

たものの、長期・短期借入金の返済等による支出により前連結会計年度末に比べて7億6千9百万円（10.0%）減少し、当中間連

結会計期間末には、69億4千8百万円となりました。 

  

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、△18億7千4百万円（前年同期は△20億6千9百万円）と

なりました。これは主にたな卸資産の減少による収入24億1千3百万円があったものの、売上債権の増加6億6千2百万円、仕入債

務の減少15億5千5百万円及び税金等調整前中間純損失を計上したことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△4億2千9百万円（前年同期は21億2千9百万円）となり

ました。これは主に、投資有価証券の売却による収入1億4千8百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出2億2千万

円、定期預金の預入による支出3億5百万円があったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、15億3千4百万円（前年同期は△44億9千5百万円）とな

りました。これは主に、長期・短期借入金の返済による支出14億3千3百万円があったものの、新株予約権付社債発行による収

入24億7千9百万円があったことによるものであります。 

  

  （訂正後） 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、新株予約権付社債発行による収入が24億7千9百万円あっ

たものの、長期・短期借入金の返済等による支出により前連結会計年度末に比べて7億6千9百万円（10.0%）減少し、当中間連

結会計期間末には、69億4千8百万円となりました。 

  

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、△18億7千4百万円（前年同期は△20億6千9百万円）と

なりました。これは主にたな卸資産の減少による収入24億8千6百万円があったものの、売上債権の増加7億4百万円、仕入債務

の減少15億5千5百万円及び税金等調整前中間純損失を計上したことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△4億2千9百万円（前年同期は21億2千9百万円）となり

ました。これは主に、投資有価証券の売却による収入1億4千8百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出2億2千万

円、定期預金の預入による支出3億5百万円があったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、15億3千4百万円（前年同期は△44億9千5百万円）とな

りました。これは主に、長期・短期借入金の返済による支出14億3千3百万円があったものの、新株予約権付社債発行による収

入24億7千9百万円があったことによるものであります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

  （訂正前） 

(1）受注状況 

 当中間連結会計期間における住宅事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 なお、当社グループ（当社及び当社の関係会社）では住宅事業以外は受注生産を行っておりません。 

  

(2）売上実績 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループ（当社及び当社の関係会社）では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載してお

りません。 

４．主な相手先別の販売実績は、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

  

 

事業の種類別セグメント
の名称 

受注高（百万円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高（百万円） 
前年同期比 
（％） 

住宅事業 37,479 △2.2 25,960 △1.0 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

住宅事業（百万円） 37,059 △11.2 

リゾート事業（百万円） 1,166 20.6 

不動産賃貸事業（百万円） 807 △8.0 

その他の事業（百万円） 1,241 △8.0 

合計（百万円） 40,275 △10.4 



  （訂正後） 

(1）受注状況 

 当中間連結会計期間における住宅事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 なお、当社グループ（当社及び当社の関係会社）では住宅事業以外は受注生産を行っておりません。 

  

(2）売上実績 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループ（当社及び当社の関係会社）では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載してお

りません。 

４．主な相手先別の販売実績は、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

  

  

事業の種類別セグメント
の名称 

受注高（百万円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高（百万円） 
前年同期比 
（％） 

住宅事業 37,479 △2.2 26,042 △1.4 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

住宅事業（百万円） 37,148 △10.7 

リゾート事業（百万円） 1,166 20.6 

不動産賃貸事業（百万円） 807 △8.0 

その他の事業（百万円） 1,241 △8.0 

合計（百万円） 40,364 △9.9 



第５【経理の状況】 
  

１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  （訂正前） 

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金預金 ※１   7,884     8,509     8,973   

２．受取手形・完成工
事未収入金等 

    18,005     14,372     13,710   

３．有価証券     436     －     －   

４．たな卸資産 ※１   14,124     14,443     16,698   

５．繰延税金資産     471     56     89   

６．その他     2,627     2,066     1,979   

貸倒引当金     △60     △180     △61   

流動資産合計     43,489 40.1   39,268 53.1   41,390 41.4 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産                     

(1）建物及び構築物 ※１ 38,223     25,442     39,589     

(2）機械装置及び運
搬具 

  2,656     2,693     2,698     

(3）土地 ※１ 22,931     15,672     23,981     

(4）建設仮勘定 ※１ 3,286     110     52     

(5）その他   3,866     3,303     3,850     

減価償却累計額   △17,800 53,165   △17,971 29,251   △18,333 51,838   

２．無形固定資産                     

その他   1,067 1,067   954 954   1,007 1,007   

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券 ※１ 6,405     1,256     1,512     

(2）長期貸付金   627     811     662     

(3）繰延税金資産   136     77     130     

(4）その他 ※１ 4,110     3,246     4,201     

貸倒引当金   △1,066 10,213   △1,239 4,152   △1,107 5,400   

固定資産合計     64,446 59.5   34,358 46.5   58,246 58.2 

Ⅲ 繰延資産                     

１．開業費     437     325     372   

繰延資産合計     437 0.4   325 0.4   372 0.4 

資産合計     108,373 100.0   73,953 100.0   100,010 100.0 

                   



  

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形・工事未
払金等 

    16,485     13,574     15,129   

２．短期借入金 ※１   19,951     22,440     22,904   

３．一年内に返済予定
の長期借入金 

※１   7,619     14,069     11,409   

４．未払法人税等     94     68     159   

５．賞与引当金     404     378     406   

６．完成工事補償引当
金 

    265     230     249   

７．その他     5,578     5,051     4,168   

流動負債合計     50,399 46.5   55,813 75.5   54,426 54.4 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※１   21,706     8,477     11,617   

２．退職給付引当金     755     819     807   

３．役員退職給与引当
金 

    338     301     332   

４．繰延税金負債     367     70     144   

５．再評価に係る繰延
税金負債 

    －     334     －   

６．その他     3,324     3,477     3,414   

固定負債合計     26,493 24.5   13,480 18.2   16,315 16.3 

負債合計     76,892 71.0   69,293 93.7   70,741 70.7 

                      

（少数株主持分）                     

少数株主持分     15 0.0   9 0.0   8 0.0 

                      

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     29,917 27.6   31,171 42.2   29,917 29.9 

Ⅱ 資本剰余金     1,811 1.7   3,057 4.1   1,811 1.8 

Ⅲ 利益剰余金     50 0.0   △30,153 △40.8   △1,712 △1.7 

Ⅳ 土地再評価差額金     △967 △0.9   488 0.7   △953 △0.9 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    664 0.6   102 0.1   211 0.2 

Ⅵ 自己株式     △10 △0.0   △15 △0.0   △14 △0.0 

資本合計     31,466 29.0   4,650 6.3   29,259 29.3 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    108,373 100.0   73,953 100.0   100,010 100.0 

                   



  （訂正後） 

  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金預金 ※１   7,884     8,509     8,973   

２．受取手形・完成工
事未収入金等 

    17,836     14,290     13,586   

３．有価証券     436     －     －   

４．たな卸資産 ※１   14,261     14,504     16,833   

５．繰延税金資産     471     56     89   

６．その他     2,627     2,066     1,988   

貸倒引当金     △60     △180     △61   

流動資産合計     43,457 40.1   39,248 53.1   41,411 41.4 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産                     

(1）建物及び構築物 ※１ 38,223     25,442     39,589     

(2）機械装置及び運
搬具 

  2,656     2,693     2,698     

(3）土地 ※１ 22,931     15,672     23,981     

(4）建設仮勘定 ※１ 3,286     110     52     

(5）その他   3,866     3,303     3,850     

減価償却累計額   △17,800 53,165   △17,971 29,251   △18,333 51,838   

２．無形固定資産                     

その他   1,067 1,067   954 954   1,007 1,007   

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券 ※１ 6,405     1,256     1,512     

(2）長期貸付金   627     811     662     

(3）繰延税金資産   136     77     130     

(4）その他 ※１ 4,110     3,246     4,201     

貸倒引当金   △1,066 10,213   △1,239 4,152   △1,107 5,400   

固定資産合計     64,446 59.5   34,358 46.5   58,246 58.2 

Ⅲ 繰延資産                     

１．開業費     437     325     372   

繰延資産合計     437 0.4   325 0.4   372 0.4 

資産合計     108,341 100.0   73,933 100.0   100,030 100.0 

                   



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形・工事未
払金等 

    16,485     13,574     15,129   

２．短期借入金 ※１   19,951     22,440     22,904   

３．一年内に返済予定
の長期借入金 

※１   7,619     14,069     11,409   

４．未払法人税等     94     68     159   

５．賞与引当金     404     378     406   

６．完成工事補償引当
金 

    264     230     248   

７．その他     5,595     5,051     4,224   

流動負債合計     50,414 46.5   55,812 75.5   54,480 54.5 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※１   21,706     8,477     11,617   

２．退職給付引当金     755     819     807   

３．役員退職給与引当
金 

    338     301     332   

４．繰延税金負債     367     70     144   

５．再評価に係る繰延
税金負債 

    －     334     －   

６．その他     3,324     3,477     3,414   

固定負債合計     26,493 24.5   13,480 18.2   16,315 16.3 

負債合計     76,908 71.0   69,292 93.7   70,796 70.8 

                      

（少数株主持分）                     

少数株主持分     15 0.0   9 0.0   8 0.0 

                      

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     29,917 27.6   31,171 42.2   29,917 29.9 

Ⅱ 資本剰余金     1,811 1.7   3,057 4.1   1,811 1.8 

Ⅲ 利益剰余金     1 0.0   △30,173 △40.8   △1,747 △1.7 

Ⅳ 土地再評価差額金     △967 △0.9   488 0.7   △953 △1.0 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    664 0.6   102 0.1   211 0.2 

Ⅵ 自己株式     △10 △0.0   △15 △0.0   △14 △0.0 

資本合計     31,417 29.0   4,630 6.3   29,225 29.2 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    108,341 100.0   73,933 100.0   100,030 100.0 

                   



②【中間連結損益計算書】 

  （訂正前） 

  
 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     44,932 100.0   40,275 100.0   87,556 100.0 

Ⅱ 売上原価     35,255 78.5   31,922 79.3   69,425 79.3 

売上総利益     9,676 21.5   8,353 20.7   18,131 20.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

                    

１．広告宣伝費   2,356     2,258     4,401     

２．貸倒引当金繰入額   27     120     29     

３．従業員給与手当   3,126     3,029     6,066     

４．賞与引当金繰入額   238     229     237     

５．退職給付引当金繰
入額 

  97     141     202     

６．その他   3,134 8,981 20.0 3,061 8,841 21.9 6,601 17,538 20.0 

営業利益又は営業
損失(△) 

    694 1.5   △487 △1.2   592 0.7 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   15     6     28     

２．受取配当金   23     17     25     

３．受取賃貸料   －     18     33     

４．受取手数料   －     13     20     

５．その他   141 180 0.4 48 103 0.3 187 295 0.3 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   754     756     1,533     

２．為替差損   0     －     3     

３．貸倒引当金繰入額   6     0     53     

４．その他   31 793 1.7 84 841 2.1 147 1,739 2.0 

経常利益又は経常
損失(△) 

    82 0.2   △1,225 △3.0   △850 △1.0 

Ⅵ 特別利益                     

１．固定資産売却益 ※１ 13     8     21     

２．投資有価証券売却
益 

  305     74     1,313     

３．役員退職給与引当
金戻入益 

※２ 25     －     37     

４．前期損益修正益   15     62     28     

５．その他   5 365 0.8 － 145 0.3 1 1,402 1.6 

                     



  

 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失                     

１．固定資産売却損 ※３ 6     0     101     

２．固定資産除却損 ※４ 23     66     139     

３．投資有価証券売却
損 

  0     －     0     

４．退職給付引当金繰
入額 

  81     －     163     

５．会員権評価損   18     －     18     

６．貸倒引当金繰入額   －     132     －     

７．たな卸資産評価損   70     923     227     

８．特定工事損失   18     －     363     

９．リース解約損   52     －     91     

10．経営構造改革費用   －     602     －     

11．減損損失 ※５ －     23,523     －     

12．前期損益修正損   109     101     242     

13．その他   10 391 0.9 116 25,466 63.2 397 1,745 2.0 

税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前中間(当期)
純損失(△) 

    55 0.1   △26,546 △65.9   △1,193 △1.4 

法人税、住民税及
び事業税 

  43     22     75     

法人税等調整額   122 165 0.3 86 109 0.3 596 672 0.7 

少数株主利益     － －   1 0.0   － － 

少数株主損失     0 0.0   － －   6 0.0 

中間(当期)純損失     109 △0.2   26,656 △66.2   1,858 △2.1 

                   



  （訂正後） 

  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     44,813 100.0   40,364 100.0   87,454 100.0 

Ⅱ 売上原価     35,165 78.5   31,996 79.3   69,336 79.3 

売上総利益     9,648 21.5   8,368 20.7   18,117 20.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

                    

１．広告宣伝費   2,356     2,258     4,401     

２．貸倒引当金繰入額   27     120     29     

３．従業員給与手当   3,126     3,029     6,066     

４．賞与引当金繰入額   238     229     237     

５．退職給付引当金繰
入額 

  97     141     202     

６．その他   3,134 8,981 20.0 3,061 8,841 21.9 6,601 17,538 20.0 

営業利益又は営業
損失(△) 

    666 1.5   △473 △1.2   579 0.7 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   15     6     28     

２．受取配当金   23     17     25     

３．受取賃貸料   －     18     33     

４．受取手数料   －     13     20     

５．その他   141 180 0.4 48 103 0.3 187 295 0.3 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   754     756     1,533     

２．為替差損   0     －     3     

３．貸倒引当金繰入額   6     0     53     

４．その他   31 793 1.8 84 841 2.1 147 1,739 2.0 

経常利益又は経常
損失(△) 

    54 0.1   △1,210 △3.0   △864 △1.0 

Ⅵ 特別利益                     

１．固定資産売却益 ※１ 13     8     21     

２．投資有価証券売却
益 

  305     74     1,313     

３．役員退職給与引当
金戻入益 

※２ 25     －     37     

４．前期損益修正益   15     62     28     

５．その他   5 365 0.8 － 145 0.4 1 1,402 1.6 

                     



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失                     

１．固定資産売却損 ※３ 6     0     101     

２．固定資産除却損 ※４ 23     66     139     

３．投資有価証券売却
損 

  0     －     0     

４．退職給付引当金繰
入額 

  81     －     163     

５．会員権評価損   18     －     18     

６．貸倒引当金繰入額   －     132     －     

７．たな卸資産評価損   70     923     227     

８．特定工事損失   18     －     363     

９．リース解約損   52     －     91     

10．経営構造改革費用   －     602     －     

11．減損損失 ※５ －     23,523     －     

12．前期損益修正損   109     101     242     

13．その他   10 391 0.9 116 25,466 63.1 397 1,745 2.0 

税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前中間(当期)
純損失(△) 

    28 0.0   △26,531 △65.7   △1,207 △1.4 

法人税、住民税及
び事業税 

  43     22     75     

法人税等調整額   122 165 0.3 86 109 0.3 596 672 0.7 

少数株主利益     － －   1 0.0   － － 

少数株主損失     0 0.0   － －   6 0.0 

中間(当期)純損失     137 △0.3   26,641 △66.0   1,872 △2.1 

                   



③【中間連結剰余金計算書】 

  （訂正前） 

  

 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,811   1,811   1,811 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１．新株予約権の行使に
よる増加 

  － － 1,246 1,246 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    1,811   3,057   1,811 

                

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     384   △1,712   384 

Ⅱ 利益剰余金減少高               

１．中間（当期）純損失   109   26,656   1,858   

２．配当金   202   －   202   

３．役員賞与   14   8   14   

４．土地再評価差額金取
崩額 

  7 334 1,776 28,440 21 2,097 

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    50   △30,153   △1,712 

             



  （訂正後） 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,811   1,811   1,811 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１．新株予約権の行使に
よる増加 

  － － 1,246 1,246 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    1,811   3,057   1,811 

                

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     363   △1,747   363 

Ⅱ 利益剰余金減少高               

１．中間（当期）純損失   137   26,641   1,872   

２．配当金   202   －   202   

３．役員賞与   14   8   14   

４．土地再評価差額金取
崩額 

  7 362 1,776 28,426 21 2,111 

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    1   △30,173   △1,747 

             



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  （訂正前） 

  

 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税金等調整前中間純
利益又は税金等調整
前中間（当期）純損
失（△） 

  55 △26,546 △1,193 

減価償却費   845 539 1,801 

減損損失   － 23,523 － 

有形固定資産除却損   23 66 139 

引当金の増減額   △47 184 25 

受取利息及び受取配
当金 

  △39 △23 △53 

支払利息   754 756 1,533 

投資有価証券売却損
益 

  △305 △74 △1,313 

為替差損益   0 △0 4 

売上債権の増減額   △3,623 △662 606 

たな卸資産の増減額   730 2,413 △1,408 

仕入債務の増減額   251 △1,555 △1,105 

その他   37 436 △248 

小計   △1,316 △942 △1,213 

利息及び配当金の受
取額 

  40 23 51 

利息の支払額   △728 △801 △1,575 

法人税等の支払額   △65 △154 △82 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,069 △1,874 △2,819 



  

 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

定期預金の預入によ
る支出 

  △484 △305 △635 

定期預金の払戻によ
る収入 

  2,330 － 2,330 

有価証券の売却によ
る収入 

  27 － 352 

短期貸付金の増減額   212 △5 363 

有形固定資産の取得
による支出 

  △356 △220 △1,071 

有形固定資産の売却
による収入 

  223 4 917 

投資有価証券の取得
による支出 

  △4 △4 △19 

投資有価証券の売却
による収入 

  3 148 2,881 

長期貸付金の貸付に
よる支出 

  △34 － △45 

長期貸付金の回収に
よる収入 

  244 51 285 

その他   △32 △97 1,813 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  2,129 △429 7,171 



  

 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

短期借入れによる収
入 

  5,498 490 25,038 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △6,168 △953 △22,755 

長期借入れによる収
入 

  － － 1,360 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,320 △480 △8,979 

新株予約権付社債の
発行による収入 

  － 2,479 － 

社債の償還による支
出 

  △2,300 － △2,300 

配当金の支払額   △202 － △202 

その他   △2 △1 △6 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △4,495 1,534 △7,845 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △0 0 △4 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △4,436 △769 △3,497 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  11,215 7,717 11,215 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 6,779 6,948 7,717 

         



  （訂正後） 

  

 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税金等調整前中間純
利益又は税金等調整
前中間（当期）純損
失（△） 

  28 △26,531 △1,207 

減価償却費   845 539 1,801 

減損損失   － 23,523 － 

有形固定資産除却損   23 66 139 

引当金の増減額   △48 184 24 

受取利息及び受取配
当金 

  △39 △23 △53 

支払利息   754 756 1,533 

投資有価証券売却損
益 

  △305 △74 △1,313 

為替差損益   0 △0 4 

売上債権の増減額   △3,511 △704 673 

たな卸資産の増減額   641 2,486 △1,496 

仕入債務の増減額   251 △1,555 △1,105 

その他   42 389 △213 

小計   △1,316 △942 △1,213 

利息及び配当金の受
取額 

  40 23 51 

利息の支払額   △728 △801 △1,575 

法人税等の支払額   △65 △154 △82 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,069 △1,874 △2,819 



  

 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

定期預金の預入によ
る支出 

  △484 △305 △635 

定期預金の払戻によ
る収入 

  2,330 － 2,330 

有価証券の売却によ
る収入 

  27 － 352 

短期貸付金の増減額   212 △5 363 

有形固定資産の取得
による支出 

  △356 △220 △1,071 

有形固定資産の売却
による収入 

  223 4 917 

投資有価証券の取得
による支出 

  △4 △4 △19 

投資有価証券の売却
による収入 

  3 148 2,881 

長期貸付金の貸付に
よる支出 

  △34 － △45 

長期貸付金の回収に
よる収入 

  244 51 285 

その他   △32 △97 1,813 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  2,129 △429 7,171 



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

短期借入れによる収
入 

  5,498 490 25,038 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △6,168 △953 △22,755 

長期借入れによる収
入 

  － － 1,360 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,320 △480 △8,979 

新株予約権付社債の
発行による収入 

  － 2,479 － 

社債の償還による支
出 

  △2,300 － △2,300 

配当金の支払額   △202 － △202 

その他   △2 △1 △6 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △4,495 1,534 △7,845 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △0 0 △4 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △4,436 △769 △3,497 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  11,215 7,717 11,215 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 6,779 6,948 7,717 

         



注記事項 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  （訂正前） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容の類似性により区分しております。 

  

２．各事業の主要な製品（商品又は役務を含む） 

(1）住宅事業………………戸建住宅・アパートメントハウス・戸建分譲住宅・分譲マンション・ 

代理店向け建設用部材・一般建設用資材・住宅のフランチャイズ事業収入 

(2）リゾート事業…………ホテル事業収入 

(3）不動産賃貸事業………賃貸料収入 

(4）その他の事業…………日用雑貨・室内装飾品・ファイナンス収入・不動産仲介料収入・リース収入 

  

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,106百万円であり、その主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

 

  
住宅事業 
（百万円） 

リゾート
事業 
（百万円）

不動産賃
貸事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 41,736 967 877 1,349 44,932 － 44,932 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

86 7 16 806 916 (916) － 

計 41,823 975 894 2,155 45,848 (916) 44,932 

営業費用 40,461 1,114 538 2,036 44,150 87 44,237 

営業利益又は営業損失(△) 1,362 △139 356 119 1,698 (1,003) 694 



当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容の類似性により区分しております。 

  

２．各事業の主要な製品（商品又は役務を含む） 

(1）住宅事業………………戸建住宅・アパートメントハウス・戸建分譲住宅・分譲マンション・ 

代理店向け建設用部材・一般建設用資材・住宅のフランチャイズ事業収入 

(2）リゾート事業…………ホテル事業収入・ゴルフ事業収入 

(3）不動産賃貸事業………賃貸料収入 

(4）その他の事業…………日用雑貨・室内装飾品・ファイナンス収入・不動産仲介料収入・リース収入 

  

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,187百万円であり、その主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

４．会計処理の方法等の変更 

固定資産の減損に係る会計基準の適用 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」）及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」を適用しております。 

 なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、営業利益が住宅事業は155百万円増加し、リゾート事業

は311百万円増加し、不動産賃貸事業は50百万円増加しております。 

  

 

  
住宅事業 
（百万円） 

リゾート
事業 
（百万円）

不動産賃
貸事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 37,059 1,166 807 1,241 40,275 － 40,275 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 4 9 629 643 (643) － 

計 37,059 1,171 817 1,870 40,918 (643) 40,275 

営業費用 37,000 1,025 440 1,805 40,272 491 40,763 

営業利益又は営業損失(△) 59 145 376 64 646 (1,134) △487 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容の類似性により区分しております。 

  

２．各事業の主要な製品（商品又は役務を含む） 

(1）住宅事業………………戸建住宅・アパートメントハウス・戸建分譲住宅・分譲マンション・ 

代理店向け建設用部材・一般建設用資材・住宅のフランチャイズ事業収入 

(2）リゾート事業…………ホテル事業収入・ゴルフ事業収入 

(3）不動産賃貸事業………賃貸料収入 

(4）その他の事業…………日用雑貨・室内装飾品・ファイナンス収入・不動産仲介料収入・リース収入 

  

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,285百万円であり、その主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

 

  
住宅事業 
（百万円） 

リゾート
事業 
（百万円）

不動産賃
貸事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 81,696 1,592 1,686 2,580 87,556 － 87,556 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

88 11 35 1,535 1,670 (1,670) － 

計 81,785 1,604 1,722 4,115 89,227 (1,670) 87,556 

営業費用 79,382 2,146 1,079 3,875 86,484 478 86,963 

営業利益又は営業損失(△) 2,403 △542 642 240 2,742 (2,149) 592 



  （訂正後） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容の類似性により区分しております。 

  

２．各事業の主要な製品（商品又は役務を含む） 

(1）住宅事業………………戸建住宅・アパートメントハウス・戸建分譲住宅・分譲マンション・ 

代理店向け建設用部材・一般建設用資材・住宅のフランチャイズ事業収入 

(2）リゾート事業…………ホテル事業収入 

(3）不動産賃貸事業………賃貸料収入 

(4）その他の事業…………日用雑貨・室内装飾品・ファイナンス収入・不動産仲介料収入・リース収入 

  

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,106百万円であり、その主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

 

  
住宅事業 
（百万円） 

リゾート
事業 
（百万円）

不動産賃
貸事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 41,618 967 877 1,349 44,813 － 44,813 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

86 7 16 806 916 (916) － 

計 41,705 975 894 2,155 45,730 (916) 44,813 

営業費用 40,370 1,114 538 2,036 44,060 87 44,147 

営業利益又は営業損失(△) 1,334 △139 356 119 1,670 (1,003) 666 



当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容の類似性により区分しております。 

  

２．各事業の主要な製品（商品又は役務を含む） 

(1）住宅事業………………戸建住宅・アパートメントハウス・戸建分譲住宅・分譲マンション・ 

代理店向け建設用部材・一般建設用資材・住宅のフランチャイズ事業収入 

(2）リゾート事業…………ホテル事業収入・ゴルフ事業収入 

(3）不動産賃貸事業………賃貸料収入 

(4）その他の事業…………日用雑貨・室内装飾品・ファイナンス収入・不動産仲介料収入・リース収入 

  

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,187百万円であり、その主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

４．会計処理の方法等の変更 

固定資産の減損に係る会計基準の適用 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」）及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」を適用しております。 

 なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、営業利益が住宅事業は155百万円増加し、リゾート事業

は311百万円増加し、不動産賃貸事業は50百万円増加しております。 

  

 

  
住宅事業 
（百万円） 

リゾート
事業 
（百万円）

不動産賃
貸事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 37,148 1,166 807 1,241 40,364 － 40,364 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 4 9 629 643 (643) － 

計 37,148 1,171 817 1,870 41,007 (643) 40,364 

営業費用 37,074 1,025 440 1,805 40,346 491 40,837 

営業利益又は営業損失(△) 74 145 376 64 661 (1,134) △473 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容の類似性により区分しております。 

  

２．各事業の主要な製品（商品又は役務を含む） 

(1）住宅事業………………戸建住宅・アパートメントハウス・戸建分譲住宅・分譲マンション・ 

代理店向け建設用部材・一般建設用資材・住宅のフランチャイズ事業収入 

(2）リゾート事業…………ホテル事業収入・ゴルフ事業収入 

(3）不動産賃貸事業………賃貸料収入 

(4）その他の事業…………日用雑貨・室内装飾品・ファイナンス収入・不動産仲介料収入・リース収入 

  

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,285百万円であり、その主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

 

  
住宅事業 
（百万円） 

リゾート
事業 
（百万円）

不動産賃
貸事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 81,594 1,592 1,686 2,580 87,454 － 87,454 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

88 11 35 1,535 1,670 (1,670) － 

計 81,682 1,604 1,722 4,115 89,124 (1,670) 87,454 

営業費用 79,293 2,146 1,079 3,875 86,396 478 86,875 

営業利益又は営業損失(△) 2,389 △542 642 240 2,728 (2,149) 579 



（１株当たり情報） 

  （訂正前） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  （訂正後） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 387.79 46.04 360.59 

１株当たり中間（当期）純損失
（円） 

1.36 316.77 23.01 

   なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額について

は、１株当たり中間純損失であ

り、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益については、新

株予約権付社債を発行しており

ましたが、１株当たり中間純損

失が計上されているため記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、１株当たり純損失であり、

また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純損失（百万円） 109 26,656 1,858 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 8 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (8) 

普通株式に係る中間（当期）純損失 
（百万円） 

109 26,656 1,866 

期中平均株式数（千株） 81,148 84,150 81,141 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 387.19 45.84 360.17 

１株当たり中間（当期）純損失
（円） 

1.70 316.60 23.18 

   なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額について

は、１株当たり中間純損失であ

り、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益については、新

株予約権付社債を発行しており

ましたが、１株当たり中間純損

失が計上されているため記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、１株当たり純損失であり、

また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純損失（百万円） 137 26,641 1,872 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 8 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (8) 

普通株式に係る中間（当期）純損失
（百万円） 

137 26,641 1,880 

期中平均株式数（千株） 81,148 84,150 81,141 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  （訂正前） 

 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金預金 ※２ 6,106     6,851     7,422     

２．受取手形   2,445     1,190     2,049     

３．完成工事未収入金   9,970     8,365     7,318     

４．分譲用土地建物未
収入金 

  575     774     817     

５．売掛金   3,723     3,095     3,333     

６．有価証券   436     －     －     

７．未成工事支出金等   1,934     1,577     1,607     

８．分譲用土地 ※２ 6,650     7,870     9,211     

９．分譲用建物   1,275     495     1,017     

10．未成分譲用建物   443     461     941     

11．前渡金   146     412     119     

12．短期貸付金   2,085     1,610     1,423     

13．繰延税金資産   373     －     －     

14．その他   1,715     1,556     1,541     

貸倒引当金   △11     △160     △45     

流動資産合計     37,871 42.1   34,102 59.5   36,759 44.4 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1）建物 ※２ 18,841     7,383     18,399     

(2）土地 ※２ 8,498     8,392     8,444     

(3）その他   953     344     900     

有形固定資産合計   28,293     16,119     27,744     

２．無形固定資産   906     790     832     

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券 ※２ 3,535     1,163     1,418     

(2）関係会社株式   5,309     1,741     2,236     

(3）長期貸付金   12,447     12,695     12,428     

(4）その他 ※２ 3,645     2,609     3,848     

貸倒引当金   △2,038     △11,938     △2,466     

投資その他の資産
合計 

  22,898     6,270     17,466     

固定資産合計     52,098 57.9   23,181 40.5   46,043 55.6 

資産合計     89,970 100.0   57,284 100.0   82,802 100.0 

                   



  
 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形   2,952     2,402     2,903     

２．工事未払金   8,719     7,011     7,963     

３．買掛金   3,692     2,778     3,151     

４．短期借入金 ※２ 8,826     11,460     12,103     

５．一年内に返済予定
の長期借入金 

※２ 6,930     13,700     10,850     

６．未払法人税等   67     58     135     

７．未成工事受入金等   2,166     1,976     1,890     

８．引当金   523     469     505     

９．その他   2,290     1,864     1,278     

流動負債合計     36,168 40.2   41,721 72.8   40,781 49.2 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※２ 19,300     6,630     9,680     

２．退職給付引当金   608     662     657     

３．役員退職給与引当
金 

  294     294     294     

４．債務保証損失引当
金 

  －     100     －     

５．繰延税金負債   367     70     144     

６．再評価に係る繰延
税金負債 

  －     334     －     

７．その他   983     1,395     1,195     

固定負債合計     21,554 24.0   9,487 16.6   11,972 14.5 

負債合計     57,723 64.2   51,209 89.4   52,754 63.7 

                   



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     29,917 33.3   31,171 54.4   29,917 36.1 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   1,811     3,057     1,811     

資本剰余金合計     1,811 2.0   3,057 5.3   1,811 2.2 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   21     21     21     

２．中間未処分利益又
は中間（当期）未
処理損失（△） 

  810     △28,750     △945     

利益剰余金合計     831 0.9   △28,729 △50.2   △924 △1.1 

Ⅳ 土地再評価差額金     △967 △1.1   488 0.9   △953 △1.2 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    664 0.7   102 0.2   211 0.3 

Ⅵ 自己株式     △10 △0.0   △15 △0.0   △14 △0.0 

資本合計     32,247 35.8   6,074 10.6   30,048 36.3 

負債・資本合計     89,970 100.0   57,284 100.0   82,802 100.0 

                   



  （訂正後） 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部） 
    

    

  

    

  

    

Ⅰ 流動資産 

１．現金預金 ※２ 6,106 6,851 7,422 

２．受取手形   2,445 1,190 2,049 

３．完成工事未収入
金 

  9,801 8,284 7,195 

４．分譲用土地建物
未収入金 

  575 774 817 

５．売掛金   3,723     3,095     3,333     

６．有価証券   436     －     －     

７．未成工事支出金
等 

  2,070     1,637     1,741     

８．分譲用土地 ※２ 6,650     7,870     9,211     

９．分譲用建物   1,275     495     1,017     

10．未成分譲用建物   443     461     941     

11．前渡金   146     412     119     

12．短期貸付金   2,085     1,610     1,423     

13．繰延税金資産   373     －     －     

14．その他   1,715     1,557     1,550     

貸倒引当金   △11     △160     △45     

流動資産合計     37,840 42.1   34,082 59.5   36,779 44.4 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1）建物 ※２ 18,841     7,383     18,399     

(2）土地 ※２ 8,498     8,392     8,444     

(3）その他   953     344     900     

有形固定資産合
計 

  28,293     16,119     27,744     

２．無形固定資産   906     790     832     

３．投資その他の資
産 

                    

(1）投資有価証券 ※２ 3,535     1,163     1,418     

(2）関係会社株式   5,309     1,741     2,236     

(3）長期貸付金   12,447     12,695     12,428     

(4）その他 ※２ 3,645     2,609     3,848     

貸倒引当金   △2,038     △11,938     △2,466     

投資その他の資
産合計 

  22,898     6,270     17,466     

固定資産合計     52,098 57.9   23,181 40.5   46,043 55.6 

資産合計     89,939 100.0   57,263 100.0   82,823 100.0 

                   



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形   2,952     2,402     2,903     

２．工事未払金   8,719     7,011     7,963     

３．買掛金   3,692     2,778     3,151     

４．短期借入金 ※２ 8,826     11,460     12,103     

５．一年内に返済予定
の長期借入金 

※２ 6,930     13,700     10,850     

６．未払法人税等   67     58     135     

７．未成工事受入金等   2,192     1,980     1,946     

８．引当金   522     468     504     

９．その他   2,281     1,860     1,278     

流動負債合計     36,184 40.2   41,721 72.8   40,836 49.3 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※２ 19,300     6,630     9,680     

２．退職給付引当金   608     662     657     

３．役員退職給与引当
金 

  294     294     294     

４．債務保証損失引当
金 

  －     100     －     

５．繰延税金負債   367     70     144     

６．再評価に係る繰延
税金負債 

  －     334     －     

７．その他   983     1,395     1,195     

固定負債合計     21,554 24.0   9,487 16.6   11,972 14.5 

負債合計     57,738 64.2   51,209 89.4   52,808 63.8 

                   



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     29,917 33.3   31,171 54.4   29,917 36.1 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   1,811     3,057     1,811     

資本剰余金合計     1,811 2.0   3,057 5.3   1,811 2.2 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   21     21     21     

２．中間未処分利益又
は中間（当期）未
処理損失（△） 

  763     △28,770     △979     

利益剰余金合計     784 0.9   △28,749 △50.2   △958 △1.2 

Ⅳ 土地再評価差額金     △967 △1.1   488 0.9   △953 △1.2 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    664 0.7   102 0.2   211 0.3 

Ⅵ 自己株式     △10 △0.0   △15 △0.0   △14 △0.0 

資本合計     32,200 35.8   6,054 10.6   30,014 36.2 

負債・資本合計     89,939 100.0   57,263 100.0   82,823 100.0 

                   



②【中間損益計算書】 

  （訂正前） 

  
 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高   25,094   (100.0) 20,785   (100.0) 48,266   (100.0)

Ⅱ 完成工事原価   19,648   (78.3) 16,624   (80.0) 37,933   (78.6)

完成工事総利益     5,446 (21.7)  4,161 (20.0)  10,333 (21.4)

Ⅲ 分譲用土地建物売上
高 

  2,638   (100.0) 5,223   (100.0) 5,892   (100.0)

Ⅳ 分譲用土地建物売上
原価 

  2,459   (93.2) 4,610   (88.3) 5,469   (92.8)

分譲用土地建物売
上総利益 

    179 (6.8)  613 (11.7)  422 (7.2)

Ⅴ 部材売上高   8,421   (100.0) 6,500   (100.0) 16,328   (100.0)

Ⅵ 部材売上原価   7,198   (85.5) 5,550   (85.4) 14,031   (85.9)

部材売上総利益     1,222 (14.5)  950 (14.6)  2,296 (14.1)

Ⅶ その他売上高   1,102   (100.0) 881   (100.0) 2,224   (100.0)

Ⅷ その他売上原価   892   (80.9) 582   (66.0) 1,801   (81.0)

その他売上総利益     210 (19.1)  299 (34.0)  422 (19.0)

売上高合計   37,257   100.0 33,391   100.0 72,711   100.0 

売上原価合計   30,199   81.1 27,366   82.0 59,237   81.5 

売上総利益合計     7,058 18.9   6,024 18.0   13,474 18.5 

Ⅸ 販売費及び一般管理
費 

    6,785 18.2   6,941 20.7   13,293 18.3 

営業利益又は営業
損失（△） 

    272 0.7   △916 △2.7   181 0.2 

Ⅹ 営業外収益                     

１．受取利息   96     79     178     

２．その他   285 382 1.0 216 296 0.9 392 571 0.8 

XI 営業外費用                     

１．支払利息   557     519     1,120     

２．社債利息   19     －     19     

３．その他   72 650 1.7 76 596 1.8 178 1,318 1.8 

経常利益又は経常
損失(△) 

    4 0.0   △1,216 △3.6   △566 △0.8 

XⅡ 特別利益                     

１．固定資産売却益 ※１ －     0     －     

２．投資有価証券売却
益 

  305     74     1,313     

３．その他   15 321 0.9 61 136 0.4 27 1,341 1.8 

                     



  

 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

XⅢ 特別損失                     

１．固定資産売却損 ※２ 6     －     21     

２．固定資産除却損 ※３ 9     0     56     

３．投資有価証券売却
損 

  0     －     0     

４．減損損失 ※６ －     12,646     －     

５．その他 ※４ 476 492 1.3 12,316 24,963 74.8 2,125 2,204 3.0 

税引前中間(当期)
純損失 

    166 △0.4   26,044 △78.0   1,428 △2.0 

法人税、住民税及
び事業税 

  △22     △15     △3     

法人税等調整額   89 66 0.2 － △15 △0.0 550 546 0.7 

中間(当期)純損失     233 △0.6   26,029 △78.0   1,975 △2.7 

前期繰越利益     1,052     △945     1,052   

再評価差額金取崩
額 

    △7     △1,776     △21   

中間未処分利益又
は中間(当期)未処
理損失(△） 

    810     △28,750     △945   

                   



  （訂正後） 

  
 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高   24,976   (100.0) 20,874   (100.0) 48,164   (100.0)

Ⅱ 完成工事原価   19,559   (78.3) 16,698   (80.0) 37,846   (78.6)

完成工事総利益     5,417 (21.7)  4,176 (20.0)  10,318 (21.4)

Ⅲ 分譲用土地建物売上
高 

  2,638   (100.0) 5,223   (100.0) 5,892   (100.0)

Ⅳ 分譲用土地建物売上
原価 

  2,459   (93.2) 4,610   (88.3) 5,469   (92.8)

分譲用土地建物売
上総利益 

    179 (6.8)  613 (11.7)  422 (7.2)

Ⅴ 部材売上高   8,421   (100.0) 6,500   (100.0) 16,328   (100.0)

Ⅵ 部材売上原価   7,198   (85.5) 5,550   (85.4) 14,031   (85.9)

部材売上総利益     1,222 (14.5)  950 (14.6)  2,296 (14.1)

Ⅶ その他売上高   1,102   (100.0) 881   (100.0) 2,224   (100.0)

Ⅷ その他売上原価   892   (80.9) 582   (66.0) 1,801   (81.0)

その他売上総利益     210 (19.1)  299 (34.0)  422 (19.0)

売上高合計   37,139   100.0 33,480   100.0 72,609   100.0 

売上原価合計   30,110   81.1 27,441   82.0 59,149   81.5 

売上総利益合計     7,029 18.9   6,039 18.0   13,459 18.5 

Ⅸ 販売費及び一般管理
費 

    6,785 18.3   6,941 20.7   13,293 18.3 

営業利益又は営業
損失（△） 

    243 0.6   △902 △2.7   166 0.2 

Ⅹ 営業外収益                     

１．受取利息   96     79     178     

２．その他   285 382 1.0 216 296 0.9 392 571 0.8 

XI 営業外費用                     

１．支払利息   557     519     1,120     

２．社債利息   19     －     19     

３．その他   72 650 1.7 76 596 1.8 178 1,318 1.8 

経常損失     24 △0.1   1,202 △3.6   581 △0.8 

XⅡ 特別利益                     

１．固定資産売却益 ※１ －     0     －     

２．投資有価証券売却
益 

  305     74     1,313     

３．その他   15 321 0.9 61 136 0.4 27 1,341 1.8 

                     



  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

XⅢ 特別損失                     

１．固定資産売却損 ※２ 6     －     21     

２．固定資産除却損 ※３ 9     0     56     

３．投資有価証券売却
損 

  0     －     0     

４．減損損失 ※６ －     12,646     －     

５．その他 ※４ 476 492 1.3 12,316 24,963 74.6 2,125 2,204 3.0 

税引前中間(当期)
純損失 

    195 △0.5   26,029 △77.8   1,443 △2.0 

法人税、住民税及
び事業税 

  △22     △15     △3     

法人税等調整額   89 66 0.2 － △15 △0.1 550 546 0.7 

中間(当期)純損失     261 △0.7   26,014 △77.7   1,990 △2.7 

前期繰越利益     1,032     △979     1,032   

再評価差額金取崩
額 

    △7     △1,776     △21   

中間未処分利益又
は中間(当期)未処
理損失(△） 

    763     △28,770     △979   
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